
















































































サービス生産協同組合（ワーカーズコレクティブ）である ワーカ ズーコレクティブ 12
JA（農業協同組合）が運営している 農協型 5





出所：「平成 20 年度住民参加型在宅福祉サービス団体活動実態調査　報告書」  
団体数の伸びを図 1に示している。データを取り始めた 1987（昭和 62）年





















































全体 288 4,247.5 14.9% 1.5% 48.0%
A　住民相互型 144 3,355.1 15.0% 1.3% 59.0%
B　社協運営型 95 3,860.1 11.2% 1.3% 42.0%
C　生協型 15 1,960.6 19.9% 4.0% 47.9%
D　ワーカ ズーコレクティブ 11 2,414.9 34.4% 0.6% 43.6%
E　農協型 3 147.3 27.6% 9.7% 0.0%
F　行政関与型 3 11,488.7 18.1% 8.3% 0.0%
G　施設運営型 2 6,613.5 0.0% 2.8% 10.6%
H　その他 5 17,955.9 17.3% 1.0% 44.6%
　 　 　 　 　 　













全体 8.6% 8.9% 3.1% 2.9% 12.2%
A　住民相互型 8.3% 4.6% 2.4% 1.1% 8.3%
B　社協運営型 5.8% 9.8% 6.1% 0.6% 23.1%
C　生協型 2.5% 0.2% 2.5% 0.1% 22.7%
D　ワーカ ズーコレクティブ 9.1% 8.1% 0.7% 0.4% 3.1%
E　農協型 0.0% 15.4% 30.5% 3.4% 13.3%
F　行政関与型 0.0% 13.5% 5.5% 54.3% 0.3%
G　施設運営型 76.0% 0.0% 4.0% 3.6% 3.0%








1時間 828.9 1 時間 688.2
1 回 770.2 1 回 735.4
2．日常生活のお手伝い（家事援助等）
1時間 886.3 1 時間 759.9
1 回 745.0 1 回 625.0
3．介護・介助
1時間 1,060.9 1 時間 859.6









1回 787.5 1 回 626.8
7．その他
1時間 1,022.8 1 時間 925.6
1 回 3,340.0 1 回 2,740.0
出所：「平成 20 年度住民参加型在宅福祉サービス団体活動実態調査　報告書」
2．フリー回答に記載された「直面している活動の課題」







互助型で多く、124 の記述のうち 23 が資金面の課題で 18.5％であった。これに







































































その後、政府は 1989 年に高齢者保健福祉 10 ヵ年戦略（ゴールドプラン）を
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